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1 『マーケティング・マネジメント（第 12 版）』（Kotler & Keller，2006）を参照。  
2 『経済学用語辞典』（佐和 隆光，2006）を参照。  








































                                                   
4 老朽化した下水管補修工事方法の一種。  



























潜在的か顕在的かで示される（図表 1）（延岡，2011）。  
【図表 1：生産財における意味的価値】  





ことを強調している（図表 2）。  








































































ークの活用能力（Dittrich & Duysters，2007）がある。  
                                                   





















































































に事業領域に拡大している。2017 年度の売上は 2.2 兆円、純利益 959 億円、ROE9.3％
となっており、日本有数の化学メーカーである。東レは繊維事業の成熟に伴い事業の
多角化を進めてきたものの（山路，2014）、一方で祖業の繊維事業は 2017 年度で売上
高 9200 億円、営業利益は 724 億円となっている。繊維事業の売上、営業利益は共に全





は 2011 年以降の ROA が 10％前後で推移し東レ全体の平均 6％を継続的に上回ってき
ている（図表 4）。また、営業利益平均成長率も過去 10 年間で 13％となり東レ全体の
4％を大きく上回る。  




FR 社）のユニクロ事業向けビジネスの成長である。FR 社は売上高 2.1 兆円で、アパレ
ル製造小売業（SPA10）で Inditex（主要ブランド名：ZARA）、H&M についで世界
                                                   
9 東レ株式会社個人投資家向け説明会資料（閲覧日：2018 年 12 月 30 日）
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/lib/lib_a495.pdf  
10 SPA は、Speciality store and retailer of Private label Apparel の略。  
（出所）決算データをもとに筆者作成。  
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（図表 5）。  
【図表 5：日本の繊維産業のサプライチェーン】  
  
 




製に至る一貫生産サービスを提供する初めての部署であった 15。  
当時、FR 社の SPA モデルは、小売店によるアパレル、商社の中抜きを意味してお
り、繊維・アパレル業界内では反発を招いていた 16。なお、ユニクロ対策室でありな
がら GO 推進室との名称になった理由も、原材料メーカーが SPA と直接取引を行って
いることをサプライチェーンの中間業者に隠すための配慮であった 17。GO 推進室を
                                                   
11 ファーストリテイリングホームページ（閲覧日：2018 年 12 月 30 日）  
https://www.fastretailing.com/jp/ir/direction/position.html  
12 『未来を紡ぐ 東レ 90 年小史』（東レ株式会社、2018 年）  
13 経済産業省製造局生活製品課「繊維産業の現状と課題」（2017 年）  
14 綱淵昭三（2006）『東レ 前田勝之助の原点 現実を直視せよ』（実業之日本社）を参照。但し、
別の資料では平井社長（当時）との記載もある。  
15 日経ビジネス 2004 年 3 月 22 日号 P62-P66 
16 『東レ 前田勝之助の原点 現実を直視せよ』（綱淵昭三、2006 年、実業之日本社）  






たドライ T シャツ、2002 年には東レのアクリル繊維を使ったルームウェアを縫製品で
供給するようになり、2003 年に東レと共同開発で FR 社から販売されたヒートテック













を OEM 生産・販売する本格的な縫製品事業に参入する（図表 6） 21。  





                                                   
18 『東レ 前田勝之助の原点 現実を直視せよ』（綱淵昭三、2006 年、実業之日本社）  
19 東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
20 『未来を紡ぐ 東レ 90 年小史』（東レ株式会社、2018 年）  


























いう新しいコンセプトの市場を切り拓き、2003 年の発売開始以来、2017 年には累計 10
億枚を販売し、FR 社で歴代最も販売枚数の多い製品となっている 23。  
東レの GO 推進室は、前述の通り 2000 年に材料販売から FR 社とのビジネスを開始
するが、2001 年のドライ T シャツでは縫製品を販売するようになる。当時、東レの縫
製品ビジネスは苦戦しながらも大手スポーツアパレルからの受注に成功し、自社およ
びパートナー企業で生産能力を増強していた。しかし、継続してこれらを安定的に稼




レから提案し 24、2003 年夏にユニクロの「ドライ」として販売されることになる 25。
                                                   
22 東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
23 『HEAT TECH 10th ANNIVERSARY BOOK』（ファーストリテイリング株式会社、2012 年）および
ファーストリテイリングのホームページ参照（2018 年 12 月 30 日アクセス）。  
24 東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
25 『HEAT TECH 10 th ANNIVERSARY BOOK』（ファーストリテイリング株式会社、2012 年）  
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ロックツーは、異形断面形状、カチオン染料可染という２つの技術的な特徴を有する
新たに開発されたばかりのポリエステル繊維であった（図表 6）。  
【図表 6：LOCⅡセオαの繊維断面写真】  








応が良好であったことから、東レの GO 推進室と FR 社の企画会議で、FR 社より秋冬
シーズンに「夏用素材の高いドライ機能を活かして、保温効果が高く、それでいて汗
をかいてもべとつかないインナーを実現したい」との要望が出され、ヒートテックの










となる 30。  
                                                   
26 東レ株式会社繊維事業本部 GO 推進室堀野氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
27 『HEAT TECH 10 th ANNIVERSARY BOOK』（ファーストリテイリング株式会社、2012 年） 
28 『HEAT TECH 10th ANNIVERSARY BOOK』（ファーストリテイリング株式会社、2012 年）および
東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12 月 14 日）。  
29 ファーストリテイリング「ユニクロ 2017 年度ヒートテック記者発表会資料」（2018 年 12 月 30
日アクセス）https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/presen170922_UQ-HEATTECH_jp.pdf 


















いる（図表 7）33。これらの企画は GO 推進室と FR 社の企画会議で決められることも
多い。  
【図表 7：ヒートテックの歴史】  
 
                                                   
31 一般的にはポリエステルには分散染料、アクリルにはカチオン染料が用いられる。（『繊維の種類と
加工が一番わかる』（日本繊維技術士センター編，技術評論社，2012 年）  
32 日経ビジネス 2009 年 6 月 1 日号 P32-P37 および東レ株式会社 X 氏へのインタビュー（2018 年 12
月 14 日）。  
33 ファーストリテイリング「ユニクロ 2017 年度ヒートテック記者発表会資料」（2018 年 12 月 30
日アクセス）  https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/presen170922_UQ-HEATTECH_jp.pdf 




た、2006 年の東レと FR 社で戦略的パートナーシップを締結により企画段階から参画
し、東レの人工気象室「テクノラマ」で製品コンセプトの機能性検証も行うなど 35、
製品開発段階でのソリューションを強化してきている。インタビューに応じて頂いた





























カンパニーとその他事業で構成されており、2017 年度は売上高 1 兆 1 千億円、純利益
                                                   
34 ファーストリテイリング「東レ×ユニクロ 第Ⅲ期戦略的パートナーシップ記者発表会資料」（2019
年 1 月 11 日アクセス）
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/presen151117_partnership_jp.pdf  
35 東レ株式会社 2018 年 6 月 11 日付プレスリリース
https://www.toray.co.jp/news/archive/2018/index.html  
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635 億円、ROE11.2％と高い収益率を誇っている 36。住宅カンパニーが 45％を占める




環境ライフラインカンパニーの 2017 年度売上高は 2392 億円であるがリーマンショ
ック直前の 2007 年度の 2338 億円から横這いの状況が永らく続いている 37。国内塩ビ




年 100億円から 2008年度 182億円、2009年には 210億円程度まで大きく拡大しており、




3.3.2 SPR 工法 
日本国内では下水管の老朽化が顕在化してきており、多くの工法が乱立 40するが
SPR 工法は国内 15％のトップシェアを持つ 41。日本国内の下水道の総延長は 47 万 km
あるが、その内、下水管の寿命である設置後 50 年を超えるものが 1.3 万 kｍ、設置後
30 年を超えるものも 8.5 万 km あり老朽化が進んできている 42。下水管の崩落などに







                                                   
36 積水化学株式会社 2017 年度決算説明会資料（2019 年 1 月 11 日アクセス）
https://www.sekisui.co.jp/ir/document/event_account/__icsFiles/afieldfile/2018/05/08/20180426kg.pd
f 
37 筆者調べ。積水化学工業の決算資料にもとづく。  
38 塩ビ工業・環境協会「塩ビ樹脂生産・出荷実績（暦年）」（2019 年 1 月 11 日アクセス）
http://www.vec.gr.jp/lib/lib2_1.html 
39 2005 年度から 2008 年度の売上高は積水化学の 2008 年度決算及び 2009-2013 年度中期経営計画説
明会資料の管路更正事業等を主とする環境土木向け売上高。2009 年度の売上高は『日経ビジネス』2010
年 12 月 6 日号 P.33 より抜粋。2009 年度以降は積水化学から環境土木の売上高は開示されていない。  
40 日本管路更正工法品質確保協会の工法分類によると 58 工法が掲載されている。
http://hinkakukyo.jp/classify/index.html（2019 年 1 月 11 日アクセス）  
41 2010 年当時。日経マネー（Mar，2010）P.87 を参照。  
42 積水化学製品資料『管路リニューアルソリューション』（2018.10 改訂 17 版）を参照。  

























1986 年に発足する。1987 年には SPR
工法研究会に名称を変更し、現在の会








45。さらに、２年後の 2010 年には「自動化 SPR 工法」として帯を製管機に送る新機
材の開発による作業性の向上、地上からの遠隔操作する新技術の開発による無人化と
いった部材の周辺技術のバージョンアップによる付加価値向上を実現している 46。  
 
                                                   
44 管路更生工法 SPR 工法の開発及び普及（積水化学工業，2010）『工業用水』（No.600，2010-5）  
45 世界初の下水管更生工法を生んだ“技術屋”のロマン  ～足立建設工業・秋元榮器：日経ビジネスオ
ンライン（2019 年 1 月 11 日アクセス）https://business.nikkeibp.co.jp/article/tech/20070607/126750/ 
46 積水化学工業 2010 年 5 月 20 日付けプレスリリース。  



































つの共通点を見出すことができる（図表 9）。  
① コア技術の特徴を生かした「顧客の顧客」の商品コンセプトの提案  




                                                   

































































































































































































り、中間業者のネットワークに対する影響力も増大する（図表 11）。  


















































【図表 12：中間財の意味的価値マネジメント】  
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